
書式第 12号 (法第28条関係)

2021年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人日本室2ト ワークセキュリティ協会

事業の成果

自主事業としてはセミナー販売代理店や理解度チェック・プレミアムサイ トの運用を継続した。

社会情勢からリモー トワークがすすんだ影響で、「理解度チェック・プレミアムサイ ト」の利用者が

増えた。また、通年事業としてセキュリティコンテス ト「SECCON」 を実施しているが、2021年度は

すべての CTF大会をオンライン開催とした。活動の報告会、会員企業向けの勉強会、一般参加型の

セミナー・シンポジウムについてもオンライン開催となった。

会場型のイベントができないことから、ホームページや SNSを利用した情報提供活動を増やした。

教育事業では、セキュリティゲーム類の販売の他、岡山理科大学の遠隔授業としての講師対応、J

JNSAイ ンターンシップとして、会員企業によるインターンシップの情報提供を行った。

調査事業ではインシデント被害調査報告書の公開を行 うとともに、各種の研究活動をオンライン

で継続して実施した。また、設定基準の策定事業では、ISO/TC154国 内審議団体の運営、電子署名に

関する情報の提供コンテンツの作成などを行った。

社会一般への情報の還元活動としてホームページを通して読み物コンテンツの提供や、メールマ

ガジンの発行を継続している。

委託事業として、総務省より前年度に受話した「国産セキュリティ製品のグローバル展開を促進

するための国際プレゼンス向上に関する調査研究の請負」として、オンライン開催となつた RSAカ

ンファレンスヘの出展支援を行った。また、独立行政法人情報処理推進機構より「「サィバーセキュ

リティお助け隊サービス」基準適合性に関する調査業務」事業を請け負い、WEB上でサービス審査受

付を行った他、「情報処理安全確保支援士オンライン講習教材作成業務」についても受託した。

他、政府認証基盤に関する調査の再請負や、ASEAN地域のサイバーセキュリティ調査の協力などを

行った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【63,061】 千円)

事 業 報 告 用

定款に記載

された

事業名

事業内容 日時 場所

従事

者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千

円)

ネットワークセ

キュリティの重

要性の普及・啓

発事業

国際プレゼンス向上調

査研究 (総務省委託事

業)

令和 3年
6月

主たる事

務所
2名
協会会員、その

他企業
制限なし 4,179

セ ミナー販売 通年
主たる事

務所
1名 協会会員

会員企業

所属社員
20,642



みんなのサイバーセキ

ュリティコミック協賛
通年

主たる事

務所
1名 協会会員 一般 制限なし 5,235

理解度チェックプレミ

アムサイ ト販売
通年

主たる事

務所
1名
協会会員、その

他企業、一般
制限なし 7,410

全国セミナー開催 (マ

ーケティング部会)
11月

主たる事務

所・ヒュー

リックカン

ファエンス

2名
協会会員、その

他企業、一般
3oo a 69

SECCON開 催 通年

主たる事務

所・T貯 新

橋

2名
協会会員、その

他企業、一般
制限なし 13,830

サイバーセキュリティ

お助け隊審査登録 (IPA

委託事業)

通年
主たる事

務所
1名
協会会員、その

他企業
制限なし 2,511

情報処理安全確保支援

士ォンライン講習教材

作成業務 (IPA事業)

12月 ～

令和 4年
3月

1,156

ASEAN地域のサイバーセ

キュリティに係る産官

学連携基盤調査 (JISA

事業協力 )

通年 490

CISOハンドブック販売

費用
通年 500

リモー ト署名実態調査

(AIS事業)

令和 4年
2月 ～

4

セミナー・シンポジウ
ム等開催

通年
主たる事

務所
3名
協会会員、その

他企業、一般
制限なし 2,967

会報発行 (年 2回 )
7月 、

3月

主たる事

務所
1名
協会会員、その

他企業、一般
制限なし 646

JNSA表彰 3月
主たる事

務所
2名 協会会員、一般

会員企業

所属社員
509

部会活動その他 通年
主たる事

務所
3名 協会会員

会員企業

所属社員
1,466

ネットワークセ

キュリティに関

する教育事業

カードゲーム販売 通年
主たる事

務所
1名 協会会員 一般 制限な し 577

部会活動その他 通年
主たる事

務所
2名 協会会員、一般 制限なし 366

ネットワークセ

キュリティに関

する調査事業

部会活動その他 通年
主たる事

務所
2名 協会会員、一般 制限なし 191

ネットワークセ

キュリティに関

する設定基準の

策定事業

部会活動その他 通年
主たる事

務所
2名 協会会員 一般 制限な し 313



2021年度 活動計算書
2021年 4月 1日 から2022年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 日本ネットワークセキュリティ協会

(単位 :円 )

科  目 金額

I 経常収益
1.受取会費

正会員受取会費

サブスクライバ等受取会費

2.事業収益

ネットワークセキュリティに関する普及・啓発事業

ネットワークセキュリティに関する教育事業

ネットワークセキュリティに関する研究開発事業

ネットワークセキュリティに関する調査事業

ネ外ワークセキュリティに関する設定基準の策定事業

ネットワークセキュリティに関する他団体及び国際協力事業

3.その他収益

雑収入

受取利息

経常収益計

]経 常費用
1.事業費

(1)人件費

役員報酬

外注人件費

人件費計

(2)その他経費

売上原価

謝金

外注費

荷造運搬費

会議費

旅費交通費

通信費

消耗品費

事務用品費

印刷製本費

会場運営費

広告宣伝費

水道光熱費

新聞図書費

諸会費

支払手数料

地代家賃

賃借料

セミナー受講料

雑損失

租税公課

減価償却費

賞金

その他経費計

事業費計

56,320,000

392,000 56,712,000

58,709,246

1,674

63,061,789

115,422,920

58,575,246

86,000

48,000

0

1,674

10,090,330

10,090,330

76,219

4,483,993

20,289,491

53,958

117,435

375,210

910,877

38,411

164,208

618,442

241,340

1,361,934

115,531

0

263,480

327,620

1,940,305

344,295

19,631,700

73,500

26,050

1,172,460

345,000

52,971,459



2.管理費

(1)人件費

役員報酬

外注人件費

人件費計

(2)その他経費

外注費

謝金

荷造運搬費

会議費

旅費交通費

通信費

消耗品費

事務用品費

印刷製本費

会場運営費

広告宣伝費

水道光熱費

新聞図書費

諸会費

支払手数料

地代家賃

賃借料

雑損失

租税公課

減価償却費

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

Ш経常外収益

経常外収益計

Ⅳ経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

19,342,293

36,039,004

99,100,793

19,342,293

4,671,568

0

22,105

20,050

737,735

362,782

136,525

621,036

120,035

1,170,727

0

222,439

0

100,000

2,192,021

3,929,059

662,865

0

1,458,500

269,264

16,696,711

16,322,127

16,322,127

70,000

16,252,127

145,558,224

161,810,351



2021年度 貸借対照表
2022年 3月 31日 現在
特定非営利活動法人 日本ネットワークセキュリティ協会

単 エ :円 )

科 目

157,062,167

459,723

0

583,802
4,671,000

120,000

269,266

2,734,403

2,892,110
2,974,000

325,740
70,000

2 935 440

763 600

168 835 801

7 025 450

161 810 351

162,896,692

7,025,450

5 939 109

145,558,224

16,252,127

168,835,801

1流動資産
現金預金

商品
前払金
前払費用
未収入金

仮払金
流 動 資 産 合 計

2固定資産
(1)有形固定資産
什器備品
(2)無形固定資産
ソフトウェア

(3)投資その他の資産
敷金
固 定 資 産 合 計

Ⅱ負債の部
1.流動負債
未払金
前受金

預り金
未払法人税等
未払消費税等
流 動 負 債 合 計

2.固定負債
固 定 負 債 合 計

Ⅲ正味財産の部
前期繰越正味財産額
当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

I資産の部

資 産 合 計

負 債 合 計



2022年度 計算書類の注記

生エオ整:型埋理墨り螢セ些こと上Zニク土圭ュ2Z∠_鰹全

1.重 要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議

会)に よっております。

(1)棚 卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は最終仕入原価法によっております。

(2)固 定資産の減価償却の方法

①有形固定資産 (リ ース資産を除く)

法人税法の規定による定率法によっております。

ただし、平成 10年 4月 1日 以降に取得した建物 (建物付属設備を除く)並びに平成 28年 4月 1日以降に取

得した建物付属設備及び構築物については、定額法によっております。

また、取得した減価償却資産のうち取得価額が 30万円未満のものについては、下記のいずれかの方法によ

ります。

・10万円以上 20万円未満の資産についての法人税法施行令による3年間均等償却の方法

・10万円以上 30万円未満の資産についての法人税法上の租税特別措置法 67条 5項の規定による方法

②無形固定資産 (リ ース資産を除く)

法人税法の規定による定額法によっております。

自社利用分のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 (5年)に基づく定額法によっておりま

す。

③リース資産

法人税法の規定によるリース期間定額法によっております。

(3)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。



2.事業費の内訳

3.固定資産の増減内訳

科 目 普及啓発事業 教育事業 調査事業
設定基準の

策定事業
合計

(1)人件費

役員報酬

外注人件費 9,720,905 369,425 10,090,330

人件費計 9,720,905 369,425 10,090,330

(2)そ の他経費

売上原価 76,219 76,219

謝金 4,212,575 271,418 4,483,993

外注費 20,066,438 48,290 174,763 20,289,491

荷造運賃 53,958 53,958

会議費 60,093 15,342 42,000 117,435

旅費交通費 335,130 40,080 375,210

通信費 902,317 8.560 910,877

消耗品費 38,411 38,411

事務用品費 164,208 164,208

印刷製本費 618,442 618.442

会場運営費 241,340 241,340

広告宣伝費 1,361,934 1,361,934

水道光熱費 110,148 5,383 115,531

新聞図書費

諸会費 263,480 263.480

支払手数料 302,490 16,550 980 7,600 327,620

地代家賃 1,849,892 90,413 1,940,305

賃借料 328,252 16,043 344,295

セ ミナー受講料 19,631,700 19,631,700

雑損失 73,500 73,500

租税公課 26,050 26.050

減価償却費 1,172,460 1,172,460

賞金 345,000 345,000

その他経費計 51,894,338 572,956 191,085 313,080 52,971,459

合計 61,615,243 942.381 191,085 313,080 63,061,789

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

什器備品

無形固定資産

ソフ トウェア

投資その他の資産

敷金

1,260,831

7,652,400

2,935,440

1,260,831

7,652,400

2,935,440

△991,565

△ 4,917,997

269,266

2,734,403

2,935,440

合計 11,848,671 11,848,671 △  5,909,562 5,939,109



財産 目録

2022年 3月 31日 現在
産 の 円

科 目

203,102
73,335,547

5,286,295

395,050
22,820,654
4,893,589

20,075,362

10,041,153

20,011,415

157,062,167

459,723
459,723

472,989
80,623
30,190

162 896 692

5 939 109

583,802

3,300,000

480,000
891,000

______12■QQQ
4,791,000

269,266

2,734,403

2.935.440

168.835、 801

5,939,109

1・

            :[:II]I

前払費用
全国内牛事業協同組合4月 家賃
更新料
前払会場運営費4月 分

流動資産合計

商品
カードゲーム

未収入金
協賛金
年会費
情報サービス産業協会
仮払金

2.固定資産
(1)有形固定資産

什器備品

(2)無形固定資産
ソフトウェア

(3)投資その他の資産
敷金

固定資産合計
資産合計

Ⅱ の

科 目

2,526,028

366,082
2,892,110

2,424,000

550,000
2,974,000

325,740
325,740

70.000
70,000

763,600

7,025,450

7.025、 450

763,600

流動負債合計

負債合計

債 合 計

1.流動負債
未払金
人件費 (出向、派遣社員)
その他費用

前受金
年会費前受
協賛金前受

預り金
源泉税

未払法人税等
法人税・住民税及び事業税

未払消費税等
法人税・住民税及び事業税

2.固定負債
固 定 負

161,810,351正味財産



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

年度年間役員名簿 〈前事業年度において役■であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並びにこれら
の者についての前事業年度における颯日の有無を記●した名簿)

宣趣壁塾 l二動塗人_旦杢室立上2=2土土ュ」」■■協全

1 確認事項 (法第20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役名

どちらかに

○

(フ リガナ)

氏名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記

入)

1 理事・監事
(タナカヒデヒコ)

田中 英彦

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日
無 し

2 ・監事
(タ カハシマサカズ)

高橋 正和

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日
無 し

3 匿憂}監事
(ナカオコウジ)

中尾 康二
令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日
無 し

4
(ア オシマノブヒト)

青嶋 信仁
令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日
無 し

5 匿垂卜監事
(ア ライカズ ト)

新井 一人
令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日
無 し

6
(エンドウナオキ)

遠藤 直樹

令和 3年 4月 1日

令和 3年 6月 9日
無 し

7 匿憂}監事
(オオシロタカシ)

大城 卓
令和 3年 4月 1日

令和 3年 6月 9日
無 し

8 匿憂}監事
(カサハラヒサシ)

笠原  久嗣

令和 3年 4月 1日

令和 3年 6月 9日
無 し

9 ・監事
(カ ワウチキヨト)

河内 清人
令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日
無 し

□艦事

匿垂}監事



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

役名

どちらかに

○

(フ リガナ)

氏名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記

入)

10
(カ ワノショウジ)

河野 省二
令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日
無 し

11 匿垂Ⅲ監事
(ゴ トウカズヒコ)

後藤 和彦
令和 3年 4月 1日

令和 3年 6月 9日
無 し

12 匿垂卜監事
(ゴ トウ シノプ)
後藤 忍

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日
無 し

13 監事
(コヤシンゴ)

小屋 晋吾
令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日
無 し

14 ・監事
(サクライヒデミツ)

櫻井 秀光

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日
無 し

15 監事
(サ トウケンイチ)

佐藤 憲一
令和 3年 4月 1日

令和 3年 6月 9日
無 し

16 理事 ・監事
(ニシモトイツロウ)

西本 逸郎

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日
無 し

17 監 事
(フ ジイマサキ)

藤伊 芳樹
令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日
無 し

18 睡垂Ⅲ監事
(ホ ンジョウヒロシ)

本城 哲史

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日
無 し

19 歴日・監事
(マルヤマシロウ)

丸山 司郎

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日
無 し

20
(ミ ズムラアキヒロ)

水村 明博
令和 3年 4月 1日

令和 3年 6月 9日
無 し

21 匿垂卜監事
(ミ ヤケユタカ)

三宅 優
令和 3年 4月 1日

令和 4`午 3月 31日
無 し

22 理事・監事
(ミ ヨシタカミチ)

三膳 孝通

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日
無 し

匿垂姜監事

目 艦事



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

役名

どちらかに

○

(フ リガナ)

氏名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記

入 )

23 匿蓋}監事
(ヤマグチ

ロ )

山口

マサヒ

政博

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日
無 し

24 理事・E∃
(ドイミツル )

土井 充
令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日
無 し

25 ・監事
(アマノタカシ)

天野 隆

令和 3年 6月 10日

令和 4年 3月 31日
無 し

26 理事・監事
(イ トウアラタ)

伊藤 新

令和 3年 6月 10日

令和 4年 3月 31日
無 し

27 匿垂壬監事
(キタザワサトシ)

北澤 聖

令和 3年 6月 10日

令和 4年 3月 31日
無 し

28 理事・監事
(ヤ ツヅカヒロフミ)

八東 啓文

令和 3年 6月 10日

令和 4年 3月 31日
無 し

29 匿∃・監事
(ヨ ギダイスケ)

興儀 大輔

令和 3年 6月 10日

令和 4年 3月 31日
無 し



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

令和 4年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 日本ネットワークセキュリティ協会

氏    名

1

ユニアデックス株式会社

代表取締役社長 田中 建

2
株式会社ラック

代表取締役社長 西本 逸郎

3
学校法人岩崎学園

理事長 岩崎 文裕

4
株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

代表取締役社長 本間 洋

5
株式会社インターネットイニシアティブ

代表取締役社長 勝 栄二郎

6
サイバー・ソリューション株式会社

代表取締役社長 戸田 勝

7
日本マイクロソフ ト株式会社

代表取締役 社長 吉田 仁志

8
ニュー トラル株式会社

代表取締役社長 小屋 晋吾

9
株式会社フーバーブレイン

代表取締役社長 輿水 英行

10
セコム トラス トシステムズ株式会社

代表取締役社長 西村 達之


